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「コーポレートガバナンス・ガイドライン」制定のお知らせ 
 

 

当社は、コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方及び取組方針を明らかにするために、

下記のとおり「コーポレートガバナンス・ガイドライン」を制定いたしましたので、お知らせい

たします。 

 

記 

１．コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、「社是」及び「企業理念」に基づき、持続的な企業価値の最大化を実現するためには、

コーポレート・ガバナンス体制を有効に機能させることが不可欠であると考え、「コーポレー

トガバナンス・ガイドライン」を制定し、コーポレート・ガバナンスの継続的な充実に取り組

んでまいります。 

 

 ≪社是≫ 

  “奉仕のこころ” 

   誠実な気持ちで他者を愛する 

 

 ≪企業理念≫ 

  一、医療・福祉サービスを過不足なく、誠実かつ、高潔に提供する 

  一、地域社会、取引先、従業員との間の良好な関係を創る 

  一、公正で、透明性の高い健全な経営を行う 

 

２．コーポレートガバナンス・ガイドラインの構成  

＜第１章＞ 総則 

＜第２章＞ 株主との関係 

＜第３章＞ 株主以外のステークホルダーとの関係 

＜第４章＞ 情報開示 

＜第５章＞ コーポレート・ガバナンス体制 

＜別紙１＞ 経営方針 

＜別紙２＞ 行動指針 

＜別紙３＞ 社外役員の独立性基準 



                         

３．「コーポレートガバナンス・ガイドライン」の開示先 

  本日付で当社ホームページにおいても開示しております。

http://www.aisei.co.jp/company/about_us/governance/tabid/501/Default.aspx 

 

以上 
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株式会社アイセイ薬局 



                         

第１章 総  則 

 

第 １条（目 的） 

当社は、「社是」及び「企業理念」に基づき、持続的な企業価値の最大化を実現するために

は、コーポレートガバナンス体制を有効に機能させることが不可欠であると考え、コーポレ

ートガバナンス・ガイドライン（以下、「本ガイドライン」という。）を制定し、コーポレー

トガバナンスの継続的な充実に取り組んでいく。 

 

第 ２条（企業理念） 

当社グループは、企業活動の理念及び目標として、次の社是と企業理念を掲げる。 

 

 ≪社是≫ 

  “奉仕のこころ” 

   誠実な気持ちで他者を愛する 

 

 ≪企業理念≫ 

  一、医療・福祉サービスを過不足なく、誠実かつ、高潔に提供する 

  一、地域社会、取引先、従業員との間の良好な関係を創る 

  一、公正で、透明性の高い健全な経営を行う 

 

２  当社は、社是、企業理念および別紙１「経営方針」から構成される理念体系に基づき、別

紙２「行動指針」を定めており、当社従業員は行動原則としてこれを実践する。 

 

第 ３条（位置付け） 

本ガイドラインは、法令及び定款に次ぐ規定であり、社内の規則・指針・行動規準に優先

して適用されるものとする。 

２  本ガイドラインの制定・改定・廃止は、取締役会の決議を必要とする。 

 

 

第２章 株主との関係 

 

第 ４条（株主総会） 

当社は、株主総会を最高意思決定機関と位置付け、株主の十分な権利行使期間を確保し、

株主の意思が適切に経営に反映されるように努める。 

２  当社は、より多くの株主の意見を反映するために株主総会開催日を、いわゆる「集中日」

を外した日程を設定する。 

３  招集通知は、当該株主総会の招集に係る取締役会決議の日から招集通知の発送日までの間

に、東京証券取引所及び当社ウェブサイト等へ掲載する。 



                         

４  株主総会において可決には至ったものの、反対率が 10％を超える場合には、原因分析を実

施し、対応の要否を検討し取締役会に報告する。取締役会は、当該報告の結果を踏まえ、必

要に応じた措置を講じる。 

 

第 ５条（資本政策の基本的な方針） 

当社は、株主資本の効率的活用及び株主価値の持続的な向上を重要な経営課題と位置付け

ており、自己資本当期純利益率、総資産利益率等の経営指標の向上を目指している。また、

事業拡大により発生しがちな財務体質の悪化に陥らぬよう、営業キャッシュ・フロー、流動

比率及び自己資本比率等の財務指標を参考とし、財務体質の強化、健全性の維持に努めてい

く。 

２  株主還元については、将来事業への投資と自己資本強化とのバランスも考慮しながら行う

ことを基本方針とする。 

３  既存株主に影響が大きい資本政策については、検討過程や実施の目的等の情報を速やかに

開示するとともに、必要に応じて、株主への十分な説明を行う。 

 

第 ６条（政策保有株式に関する方針） 

当社では、良好な取引関係の維持発展、安定的かつ継続的な金融取引関係の維持、中長期

的なシナジーの創出などの目的に合致した場合に、株式を取得・保有する。 

２  保有株式の議決権行使については、当社の保有目的に資するものであるか、株主価値を毀

損するものでない等を総合的に勘案しながら、適切に行使していくものとする。 

３  政策保有株式の取得や処分を行う場合には、取締役会の決議を必要とする。 

 

第 ７条（買収防衛策） 

当社では、買収防衛の効果をもたらすことを企図してとられる方策が経営陣及び取締役会

の保身を目的とするものでないことを前提に、取締役会及び監査役は、買収防衛策を導入・

運用する場合には、その必要性・合理性を検討し、適正な手続に則って、株主に対して十分

な説明を行う。 

 

第 ８条（株主等との対話） 

当社では、株主を含む投資家に対して企業理解の促進を図るため、対話や情報公開など様々

なＩＲ活動を実施する。 

２  株主、投資家からの問い合わせやミーティングの申し込みに対しては、ＩＲを担当する部

署が対応する。また、必要に応じて、社長、取締役等が対応する。 

３  ＩＲを担当する部署は、株主や投資家に対して適切に対応するために関連部門と恒常的な

情報共有を通じて、有機的な連携を図っていく。 

４  機関投資家に対しては、年２回決算説明会を実施する。また、決算説明会に参加していな

い株主や投資家向けに使用した資料については遅滞なく当社ウェブサイトに掲載する。 

５  当社ホームページにＩＲ専用ページを設けて、積極的な情報開示を行う。 



                         

６  株主や投資家との対話に際しては、インサイダー取引規程に則って、インサイダー情報の

管理に留意して対応する。 

 

第 ９条（関連当事者取引） 

当社では、関連当事者間の取引については、関連当事者取引規程を定めており、新規取引

及び継続的又は重要な取引については、取締役会の承認を得なければならない。 

２  当社の役員に対して、年２回の関連当事者取引の調査を実施し、関連当事者取引について

管理する体制を構築する。 

３  関連当事者取引については、会社法及び金融商品取引法その他の適用ある法令ならびに東

京証券取引所が定める規則に従って開示する。 

 

 

第３章 株主以外のステークホルダーとの関係 

 

第１０条（ステークホルダーとの関係） 

当社は、会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の創出において、様々なステークホル

ダーとの協働が必要不可欠と認識しており、企業理念の「地域社会、取引先、従業員との間

の良好な関係を創る」に基づき、ステークホルダーとの適切な関係の維持に努めていく。 

２  ステークホルダーとの適切な関係を維持するために、社是、企業理念、経営方針（別紙１）、

行動指針（別紙２）を企業風土にすべく、全社員へハンドブック等の配布や会議での唱和な

ど継続的な活動により企業風土の醸成に努めていく。 

 

第１１条（従業員との関係） 

当社は、従業員が自らの技術や知識を磨き各人がその能力を最大限に発揮できるよう、積

極的な対話等により相互の信頼関係の構築や安心して働ける職場環境づくりに努めていく。 

２  当社は、多様な個性やバックグラウンドを有する従業員のニーズに柔軟に対応し、多様な

人材が長く活躍できる体制を整備するためにワークライフバランスの充実に努めていく。 

３  当社は、従業員の能力を更に伸ばすための階層別教育及び資格取得の支援等に努めていく。 

 

第１２条 （社会・顧客との関係） 

当社は、社是である「“奉仕のこころ”誠実な気持ちで他者を愛する」及び企業理念の「医

療・福祉サービスを過不足なく、誠実かつ、高潔に提供する」に基づき、地域社会に信頼さ

れ、患者さま、利用者さまに選ばれる薬局づくりを通した事業活動こそが地域社会への持続

的な貢献と考え、よりよい社会の実現を目指していく。 

２  当社は、個人情報保護の重要性を理解し、患者さま、利用者さまの個人情報の取扱には十

分配慮し、個人情報保護方針を遵守する。 

３  当社は、環境問題や障がい者雇用など様々な社会的課題に対して積極的に取り組んでいく。 

 



                         

第４章 情報開示 

 

第１３条（情報開示に関する基本的な方針） 

当社では、あらゆるステークホルダーから理解を得るためにも適切な情報開示は重要であ

ると考え、法令に基づく開示はもちろん、ステークホルダーにとって重要と思われる情報に

ついても、当社ホームページ及び適時開示情報伝達システム（以下「ＴＤnet」という。）等

にて積極的な開示を行う。 

   

第１４条（情報開示の方法） 

当社では、適時開示規則に定める情報の開示を、同規則に従いＴＤnet を通じて行うとと

もに、同システムにより公開した後は、速やかに当社ウェブサイトにも掲載する。また、適

時開示規則に該当しない場合でも、ステークホルダーにとって重要と思われる情報について

は、当社ウェブサイトへの掲載等により広く公開していく。 

 

 

第５章 コーポレート・ガバナンス体制 

 

第１５条（コーポレートガバナンス体制の全体像） 

当社は、取締役会において、経営の重要な意思決定及び各取締役の業務執行の監督を行う

とともに、監査役会設置会社として、取締役会から独立した監査役及び監査役会により、各

取締役の職務執行状況等の監査を実施する。また、取締役会の諮問機関として「指名委員会」

「報酬委員会」を設置する。 

 

第１６条（取締役会の役割） 

取締役会は、最良のコーポレートガバナンスの構築を通じて社是・企業理念の実現を目指

し、その監督機能を発揮するとともに、公正な判断により最善の意思決定を行う。 

２  取締役会は、法令、定款及び当社取締役会規程に基づき、戦略、経営計画、その他当社の

経営に関する重要な事項の決定を行うとともに、各取締役の職務執行状況、関係会社の重要

な業務遂行の報告を行うことで、当社グループの経営全般の監督を行う。 

３  取締役会は、地域社会への持続的な貢献を維持するために、社是、企業理念、経営方針（別

紙１）、行動指針（別紙２）を企業風土にすべく社内に浸透させるために積極的な関与ならび

に支援を行う。 

 

第１７条（取締役会の体制） 

取締役会の員数は定款の規程により 12 名以下の範囲内で、事業の拡大等に対応した意思決

定の迅速化の観点から、適切な規模を決定するものとする。 

２  取締役会は、社外の企業経営者、学識経験者、財務・会計の専門家、法曹関係者等豊富な

知見を有する者による意見を当社の経営方針に適切に反映させ、取締役の業務執行に対する



                         

監督の実効性を高めるため、独立社外取締役の人数が、取締役会全体の３分の１以上となる

ように努める。 

３  当社は、各取締役の指名、報酬に係る機能の独立性・客観性を強化するため、取締役会の

諮問機関として、「指名委員会」「報酬委員会」を設置する。指名委員会及び報酬委員会の委

員は、３名以上で過半数を社外取締役で構成する。 

４  取締役会議長は、代表取締役社長がこれにあたるものとし、取締役会の招集及び当日の議

事進行を行い、取締役会による適正な意思決定の確保に努めるものとする。 

 

第１８条（取締役会の運営） 

取締役会は、自由闊達で建設的な議論や意見交換がなされる場としての醸成を行うために、

以下の事項に配慮した運営を実施する。 

２  取締役会資料は、特段の事情のない限り、検討のために合理的な必要期間として、取締役

会の１週間前を目安として事前配布を行う。 

３  社外取締役・社外監査役に対しては、必要に応じて事前に取締役会資料について説明を行

う。 

４  取締役会は、最低月１回は開催するものとし、決算発表時は別途決算取締役会を開催する。

また、必要に応じて臨時取締役会を開催する。 

５  取締役会の日程は、事前に年間スケジュールを決定し、特に社外取締役の出席に配慮した

日程とする。 

６  取締役会は、年度毎に取締役会の実効性について分析・評価し、その結果の概要を公表す

る。 

 

第１９条（取締役の選任基準） 

取締役（社外取締役を除く）候補者は、本人の経歴及び能力を踏まえつつ、経営者として

の視点を持ち、高い見識や幅広い視野、倫理観、公正性及び誠実性を有するものとする。 

２  社外取締役候補者は、企業経営者、学識経験者、財務・会計の専門家、法曹関係者等豊富

な知見を有するものとする。また、社外ステークホルダーの視点に立ち、当社の企業価値向

上に対する有益かつ忌憚のない助言を行えるものとする。 

３  社外取締役候補者は、実質的な独立性を担保するため、別紙３の独立性基準を定め、本基

準に抵触しない社外取締役の確保に努める。なお、この独立性基準は、これを満たさない者

を社外取締役として選任することを妨げない。 

 

第２０条（指名委員会） 

指名委員会は、取締役会から取締役の選任及び解任に関する株主総会議案の内容について

諮問を受け、取締役会に対し、その結果を答申する。 

２  指名委員会は、独立性・中立性を確保するために、３名以上の構成とし、その過半数を社

外取締役とする。 

３  指名委員会の委員長は、取締役会の決議によって社外取締役の中から選定する。 



                         

 

第２１条（報酬委員会） 

報酬委員会は、取締役会から取締役（社外取締役を除く）が受ける報酬に関する事項につ

いて諮問を受け、取締役会に対し、その結果を答申する。 

２  報酬委員会は、独立性・中立性を確保するために、３名以上の構成とし、その過半数を社

外取締役とする。 

３  報酬委員会の委員長は、取締役会の決議によって社外取締役の中から選定する。 

 

第２２条（リスク・コンプライアンス委員会） 

リスク・コンプライアンス委員会は、取締役（社外取締役を除く）、常勤監査役、ならびに

取締役またはリスク・コンプライアンス委員会が指定するもので構成し、コンプライアンス

重視の経営が様々なリスクの低減に強く貢献するという考えのもと、コンプライアンスとリ

スク管理を一体で推進することにより、公正・透明かつ健全な経営を実現することを目的と

して設置する。 

２  リスク・コンプライアンス委員会は、全社的なリスク・コンプライアンスの管理状況につ

いて、少なくとも四半期毎に取締役会に報告する。 

 

第２３条（取締役の報酬等） 

取締役（社外取締役を除く）の報酬等は、報酬委員会による公正かつ透明性の高い答申を

受け、適切に決定する。 

２  当社は、取締役の報酬として、中長期的な業績や株主価値と連動するインセンティブプラ

ンについて必要に応じて設定する。 

３  社外取締役の報酬等は、月例報酬（定額）のみで構成し、報酬の水準は、第三者による国

内企業経営者の報酬に関する調査等を活用し、設定する。 

 

第２４条（役員のトレーニング方針） 

当社は、取締役及び監査役がその役割と責務を適切に果たすために必要なトレーニング及

び情報提供の機会を提供し、その費用の支援等を行う。 

２  当社は、新任社外役員に対し、就任前に事業や外部環境の説明など当社事業への理解を深

める機会を提供し、必要に応じて、就任前に顧問契約等を締結し取締役会にオブザーバーと

して参加する機会を提供する。 

３  新任役員に対し、取締役・監査役に求められる役割と責務を十分に理解できる機会を提供

する。 

 

第２５条（監査役会の役割） 

監査役会は、取締役会から独立した組織として、法令に基づく当社事業の報告請求、業務・

財産状況の調査、会計監査人の選任・解任等の権限を行使すること等を通じて、取締役の職

務執行、会社の内部統制、業績、財務状況等についての監査を実施する。 



                         

２  監査役会は、会計監査人を適切に選定・評価するために、会計監査人の評価するための基

準を策定する。 

 

第２６条（監査役会の体制） 

監査役会の員数は定款の規程により４名以下の範囲内で、適切な規模を決定するものとす

る。 

２  監査役会の過半数は、会社法の定めに従い社外監査役とし、また、監査役会の活動の実効

性確保のため、監査役の互選により常勤監査役を選任する。 

３  監査役会は、その職務を執行するため必要な基本方針、手続き等について「監査役会規程」

を、監査体制のあり方と、監査にあたっての基準及び行動の指針について「監査役監査基準」

を定め、その職責を全うする。 

 

第２７条（監査役の選任基準） 

監査役の選任にあたっては、会社経営、法務、財務・会計等の様々な分野から、それぞれ

豊富な知見を有する者をバランスよく選任する。 

２  少なくとも１名以上は、財務・会計に関する相当程度の知見を有するものとするよう努め

る。 

３  社外監査役は、実質的な独立性を担保するため、別紙３の独立性基準を定め、本基準に抵

触しない社外監査役の確保に努める。なお、この独立性基準は、これを満たさない者を社外

監査役として選任することを妨げない。 

 

第２８条（監査役会の機能強化） 

常勤監査役は、社内の重要な会議に出席し、また、少なくとも四半期毎に各本部長へのヒ

アリングを実施し、積極的に情報収集に努めるとともに、その職務の遂行上知り得た情報を

他の監査役にも共有する。 

２  監査役、会計監査人及び内部監査室とは、それぞれ定期的にミーティングを実施する等、

相互に連携を図り監査を実施する。 

３  監査役は、関係会社に対して、必要に応じて内部監査室や各社監査役による監査結果を踏

まえた監査、各社監査役との情報交換を実施する。 

４  監査役会は、社外取締役が、その独立性に影響を受けることなく情報収集力の強化を図る

ことができるよう、少なくとも年１回は、監査活動を通じて得られた情報提供の場を設ける。 

 

第２９条（会計監査人） 

当社は、会計監査人が財務報告の信頼性の確保等、株主・投資家に対する責務を負ってい

ることを認識し、適正な監査の確保に向けた対応を協働して実施する。 

２  当社は、会計監査人による監査の実効性を確保を図るため、高品質な監査を可能とする十

分な監査時間を確保する。 

３  会計監査人は、少なくとも四半期毎に、取締役を含む経営陣とのミーティングを設ける。 



                         

 

第３０条（内部通報制度） 

当社では、内部通報制度の管轄を内部監査室とし、社内・社外の双方に内部通報窓口を設

置して、実名及び匿名のいずれによる内部通報も可能とする。 

２  従業員等が、不利益を被る危険を懸念することなく内部通報を行うことができるよう、情

報提供者の秘匿や内部通報を行ってたことを理由とする不利益取り扱いの禁止を規則にて制

定する。 

３  内部監査室は、内部通報があった場合には直ちに常勤監査役に通報の内容を報告するとと

もに、是正措置及び社内処分実施後にその内容を報告する。 

４  当社は、内部通報制度の浸透を図るため、従業員に内部通報カードを配布する等継続的な

周知活動に努めていく。 

 

 

付  則 

１．本ガイドラインは、平成 28 年２月１日より施行する。 



                         

別紙１ 

 

 

≪経営方針≫ 

創造性：常に独自の企業価値を創造して健全な収益性を実現し、 

地域社会・取引先・従業員の幸せに貢献する 

 

成長性：常に時代の先を見つめる成長力をもつことで、 

企業としての永続再現性を実現する 

 

知 性：あらゆるデータを重視した、 

客観性と効率性の高い経営を行う 

 

社会性：社会貢献をもたらす企業活動を行うことにより、 

社会からの尊敬と指示を得ることを目指す 

 

  



                         

別紙２ 

 

 

≪行動指針≫ 

患者さま・利用者さまへの奉仕 

患者さま、利用者さまの健康と幸せを願って、過不足のない医療・福祉サービスで奉仕します 

1 患者さま、利用者さまとその家族の心の声に耳を傾け、痛み・不安・要望を想像しよう 

2 清潔感、安心感、信頼感を大切にし、患者さま、利用者さまを笑顔を持ってお迎えしよう 

3 患者さま、利用者さまの気持ちを尊重し、わかりやすく思いやりのあるコトバで接しよう 

4 個人情報保護の重要性を理解し、遵守しよう 

 

医療・福祉への奉仕 

常に自己研鑽を積み重ね、安心・安全への技術向上を目指します 

1 医療・福祉についての最新情報を積極的に収集し、つねに知識を深めよう 

2 身のまわりの問題点や課題をいつも意識し、 

 より安心・安全・便利な医療・福祉サービスの提供を心がけよう 

3 地域医療・福祉への貢献に常に関心を持ち、医療機関・取引先と積極的に協力しあおう 

4 医療・福祉従事者としての誇りを持ち、誰に対しても誠実で謙虚でいよう 

 

社会への奉仕 

社会の一員として責任を自覚し、社会貢献・遵法精神を大切にします 

1 法令、倫理、社会規範を遵守しよう 

2 地球環境や世界情勢にも目をむけ、自分にいま何ができるかを考えよう 

3 すべての人格を尊重し、障がい者と健常者が真に共生できる社会をめざそう 

4 品位を大切にし、尊敬される社会人でいよう 

 

チームへの奉仕 

風通しのよい職場環境づくりと健全な企業経営のために、 

一人ひとりがチームワークを大切にします 

1 仲間一人ひとりの人間性を敬い、気持ちの理解につとめ、 

 “挨拶・笑顔・ありがとう”を大切にしよう 

2 自由にコミュニケーションできる風通しのよい職場環境を保ち、 

 よりよき姿へ変化を試みよう 

3 チームの調和と発展のために、まずは自分から行動しよう 

4 スピーディでわかりやすい情報提供を心がけ、仲間から信頼される人間でいよう 

 

  



                         

別紙３ 

 

 

社外役員の独立性基準 

 

 当社が指定する独立社外役員の独立性基準は、以下のいずれにも該当しないものとする。 

 

(1) 現在又は過去において、当社及び当社の子会社の取締役（社外取締役を除く）・監査役（社外

監査役を除く）又は業務執行者であった者 

(2) 当社の主要な取引先（※）の取締役・監査役又はその業務執行者 

※主要な取引先とは、過去３事業年度において当社からの支払額または受取額が、当社又は

取引先の連結売上高の２％以上を占めている企業等をいう 

(3) 当社の大株主（※）又は当社が大株主となっている者の業務執行者 

※大株主とは、総議決権の 10％以上の議決権を直接又は間接的に保有している者 

(4) 当社又は当社の子会社の会計監査人又はその社員等として当社又は子会社の監査業務を担当

している者 

(5) 当社との間で、社外役員を相互に派遣している者 

(6) 当社から役員報酬以外に、多額の金銭（※）その他財産を得ている弁護士、公認会計士、コ

ンサルタント等 

※多額の金銭とは、過去３事業年度のいずれかにおいて、個人の場合は年間 1,000 万円以上、

団体の場合は当該団体の連結売上高もしくは総収入の２％を超える者 

(7) 当社から多額の寄付（※）を受けている法人・団体等の理事その他の取締役・監査役又は業

務執行者 

※多額の寄付とは、過去３事業年度のいずれかにおいて、年間 1,000 万円以上又は当該団体

等の連結売上高もしくは総収入の２％を超える者 

(8) 近親者（配偶者及び二親等以内の親族）が上記（１）から（７）までのいずれかに該当する

者 

(9) 過去３年間において、上記（２）から（８）までのいずれかに該当していた者 

(10) 前各項の定めに関わらず、当社と利益相反関係が生じうる特段の事由が存在すると認めらる

者 

 

以上 

 

 

 

 

 

 


